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１ 総 人 口 

  

   

大阪府の人口は 886 万 5245 人で、平成 17 年に比べて 4 万 8079 人、率にして 0.55％の増加と

なった。 

 

図 1 人口の推移（大正 9 年から平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 人口の推移（大正 9 年から平成 22 年） 

総人口は、ほぼ横ばい傾向で推移 

（注）：昭和 20 年は国勢調査が実施されず、昭和 22 年に臨時国勢調査が実施されたため、本表においては 
その結果を用いた。 
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１ 男女別人口 

  

   

人口を男女別にみると、男性が 4,285,566 人、女性が 4,579,679 人で、女性が 294,113 人多く、

人口性比（女性 100 人に対する男性の数）は、平成 17 年の 94.4 から 93.6 と低下している。 

 

図 2 男女別人口の推移（昭和 30 年から平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 男女別人口の推移（昭和 30 年から平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口性比（女性 100 人に対する男性の数）が低下傾向 
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３ 年齢（3 区分）別人口 

  

   

年齢（3 区分）別にみると、「15 歳未満人口」は 116 万 5200 人（府人口の 13.3％）、「15 歳から 64

歳人口」は 564 万 8070 人（府人口の 64.4％）、「65 歳以上人口」は 196 万 2748 人（府人口の 22.4％）

となっている。 

平成 17 年と比べると、「15 歳未満人口」は 4 万 6057 千人減、「15 歳から 64 歳人口」は 26 万 5488

人減であるが、「65 歳以上人口」は 32 万 8530 人増となっている。 

人口に占める「15 歳未満人口」の割合は 0.5％の低下、「15 歳から 64 歳人口」の割合は 3.1％の低

下であるが、「65 歳以上人口」の割合は 3.7％の上昇となっている。 

表 3-1 年齢（3 区分）別人口の推移（昭和 30 年から平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）：年齢不詳を除いているため、年齢別人口を合計したものと総人口は一致しない。 

 

 

表 3-2 年齢（3 区分）別人口増減数の推移（昭和 30 年から平成 22 年） 

15 歳未満人口・15 歳から 64 歳人口が減少傾向の中、65 歳以上人口は増加傾向 
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図 3-1 年齢（3 区分）別人口（65 歳以上人口）の構成比の推移（平成 2 年から平成 22 年） 
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図 3-2 人口ピラミッド（男女別構成比）の推移（昭和 35 年・昭和 45 年・平成 22 年） 
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４ 世  帯 

  

   

総世帯数は 383 万 2386 世帯で、平成 17 年に比べて 17 万 8093 世帯、率にして 4.9％増加している。 

一般世帯数は 382 万 3279 世帯、世帯人員は 872 万 7132 人で、1世帯当たり人員は 2.28 人となって

いる。 

 

表 4-1 世帯・世帯人員の推移（昭和 60 年から平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-2 世帯の家族類型別一般世帯数の推移（平成 12 年から平成 22 年） 

総世帯数が増加傾向にある中、１世帯当たり人員は減少傾向 
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５ 住居の状態 

  

   

住宅に住む一般世帯数は 378 万 2575 世帯で、これを所有関係別にみると持ち家が 207 万 9020 世帯

と最も多く、次いで民営の借家が 121 万 3213 世帯、公営・都市機構・公社の借家が 37 万 4466 世帯、

社宅や公務員宿舎など給与住宅が 7万 7343 世帯となっている。 

  

表 5 住宅の所有関係別一般世帯数の推移（昭和 45 年から平成 22 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 住宅の所有関係別一般世帯数の推移（昭和 45 年から平成 22 年) 

住宅に住む一般世帯数は増加傾向（持ち家数は増加傾向・給与住宅は減少傾向） 
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６ 地域別人口 

  

   

大阪府内を８地域に分けて、その人口をみると、大阪市地域が 266 万 5314 人で最も多く、次いで

北河内地域 118 万 5935 人、泉北地域 118 万 2223 人、三島地域 110 万 0634 人となっている。 

この５年間の人口増加数は、大阪市地域が 3 万 6503 人で最も多く、次いで泉北地域 1 万 7015 人、

三島地域 1万 2901 人、豊能地域 4905 人となっている。 

 

表 6-1 地域別人口の推移（平成 12 年から平成 22 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 地域別人口の推移（昭和 30 年から平成 22 年) 

この５年間で、大阪市域ほか３地域で人口増加、南河内地域ほか３地域は減少 
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表 6-2 地域別人口構成比の推移（昭和 35 年から平成 22 年) 

 

 

図 6-2 地域別人口構成比の推移（昭和 35 年から平成 22 年) 
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７ 市町村別人口・世帯 

  

   

市町村別の人口をみると、大阪市 266 万 5314 人、続いて堺市 84 万 1966 人、東大阪市 50 万 9533

人となっており、この 3 市が 50 万人を超えている。 

 

表 7-1 市区町村別人口・世帯数 

大阪市・堺市など 17 市 3 町で人口増加、16 市 6 町 1 村で人口減少 
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人口が増加したのは 17市 3町で、増加数が最も多いのは大阪市の 3万 6503 人、次いで堺市 1万 1000

人、和泉市 7132 人となっている。人口が減少したのは 16 市 6 町１村で、減少数が最も多いのは河内

長野市の 4749 人、次いで、東大阪市 4288 人、富田林市 4261 人となっている。 

 

表 7-2 市区町村別人口・世帯数 
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８ 労働力状態 

  

   

平成22年の大阪府の15歳以上人口（761万818人）に占める労働力人口の割合は60.0％、

就業者の割合は 55.2％となっている。これを平成 17 年と比べると、労働力率は 0.3 ポイ

ント、就業者率は 0.6 ポイントそれぞれ上昇した。 

  男女別では、男性は労働力率が 1.6 ポイント、就業者率は 1.1 ポイントそれぞれ低下し、

女性は労働力率が 2.0 ポイント、就業者率が 2.2 ポイントそれぞれ上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働力率は 15 年ぶり、就業者率は 20 年ぶりに上昇 

図 8－1 15 歳以上人口、労働力率・就業者率の推移（平成 2～22 年） 

 

万人 

(単位：人，％）

前回差 前回差

(ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

 総数  
(7,132,797) 

7,190,549
(7,406,737) 

7,459,820
(7,343,763) 

7,539,399
(7,244,037) 

7,547,776
(6,905,539) 

7,610,818
 男

(3,475,640) 

3,510,800
(3,598,346) 

3,634,093
(3,525,145) 

3,654,196
(3,429,694) 

3,626,939
(3,275,224) 

3,639,443
 女

(3,657,157) 

3,679,749
(3,808,391) 

3,825,727
(3,818,618) 

3,885,203
(3,814,343) 

3,920,837
(3,630,315) 

3,971,375

 注）１　15歳以上人口上段（　　）内は、労働力人口不詳を除いた15歳以上人口

　　　2　労働力率及び就業者率は、労働力人口及び就業者をそれぞれ、上記注）１の人口で除したもの

48.1 2.0 45.0 2.2

46.1 0.6 42.8 0.1

22年 1,744,826 1,633,825 111,001 1,885,489 341,060

45.5 -0.9 42.7 -1.1

17年 1,758,432 1,632,371 126,061 2,055,911 106,494

46.4 1.4 43.8 0.4

12年 1,737,041 1,630,264 106,777 2,081,577 66,585

45.0 1.4 43.4 1.5

7年 1,765,245 1,666,720 98,525 2,043,146 17,336

73.3 -1.6 66.6 -1.1

平成 2年 1,647,383 1,586,481 60,902 2,009,774 22,592

74.9 -1.9 67.7 -3.3

22年 2,400,792 2,181,227 219,565 874,432 364,219

76.8 -3.6 71.0 -4.1

17年 2,568,279 2,321,840 246,439 861,415 197,245

80.4 0.5 75.1 -1.2

12年 2,708,397 2,503,917 204,480 816,748 129,051

79.9 -1.0 76.3 -0.6

7年 2,893,478 2,703,793 189,685 704,868 35,747

60.0 0.3 55.2 0.6

平成 2年 2,776,690 2,650,278 126,412 698,950 35,160

59.7 -0.8 54.6 -1.7

22年 4,145,618 3,815,052 330,566 2,759,921 705,279

60.5 -2.4 56.3 -2.7

17年 4,326,711 3,954,211 372,500 2,917,326 303,739

62.9 0.9 59.0 -0.4

12年 4,445,438 4,134,181 311,257 2,898,325 195,636

62.0 0.2 59.4 0.4

7年 4,658,723 4,370,513 288,210 2,748,014 53,083

平成 2年 4,424,073 4,236,759 187,314 2,708,724 57,752

男女・年次
15歳以上
人　　口

 労働力人口 非労働力人口 不 詳 労働力率 就業者率
就 業 者 完全失業者

表 8－1 労働力状態、男女別 15 歳以上人口の推移（平成 2～22 年） 
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男女別の労働力率を年齢５歳階級別にみると、男性は 60 歳以上を除いてほとんどの年齢

階級で減少している。女性は、25 歳以上の年齢階級すべてで上昇しており、子育て世代の

労働力率が低下するいわゆるＭ字カーブの山は、25 歳～29歳と、45歳～49 歳、谷は 35歳

～39 歳で、20 年前と比べるとＭ字カーブの谷は浅くなっていることが見てとれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 2年     平成 12 年     平成 22 年 

（女） 

図 8－2 年齢（5歳階級）、男女別労働力率（平成 2年、12 年、22 年） 

 

25 歳以上の女性の労働力率は大幅に上昇 

（男） 

（単位 ：  ％）

男女、年齢 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年
平成17年と
22年の差
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

男 79.9 80.4 76.8 74.9 73.3 -1.6

15～19歳 21.6 20.9 18.4 19.7 16.3 -3.4

20～24歳 74.9 74.5 69.3 69.6 66.2 -3.4

25～29歳 97.6 97.0 94.7 94.9 95.0 0.1

30～34歳 98.7 98.4 96.8 97.2 97.2 0.0

35～39歳 98.8 98.6 97.2 97.5 97.4 -0.1

40～44歳 98.6 98.5 97.2 97.5 97.1 -0.4

45～49歳 98.5 98.3 96.7 97.3 96.8 -0.5

50～54歳 97.7 97.9 96.0 96.4 96.2 -0.2

55～59歳 95.0 95.8 93.8 94.2 93.6 -0.6

60～64歳 76.1 78.4 71.4 73.5 79.7 6.2

65歳以上 37.5 39.4 33.7 31.3 33.6 2.3

女 45.0 46.4 45.5 46.1 48.1 2.0

15～19歳 18.7 17.2 16.8 19.3 17.0 -2.3

20～24歳 73.9 73.0 69.6 70.0 68.0 -2.0

25～29歳 56.6 62.9 66.6 72.7 77.8 5.1

30～34歳 42.5 47.3 51.8 58.7 66.1 7.4

35～39歳 50.1 50.8 53.2 58.5 63.5 5.0

40～44歳 58.2 58.2 60.2 65.2 68.1 2.9

45～49歳 60.9 61.0 61.8 67.2 71.5 4.3

50～54歳 56.2 58.7 59.2 62.4 68.4 6.0

55～59歳 45.4 50.4 51.9 54.8 59.3 4.5

60～64歳 31.0 33.3 34.2 36.4 44.4 8.0

65歳以上 11.9 12.5 11.7 11.7 14.4 2.7

表 8－2 年齢（5歳階級）、男女別労働力率（平成 2～22 年） 
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９ 従業上の地位 

 

 

  15 歳以上の就業者について、従業上の地位別にみると、雇用者の割合が 81.7％で平成

17 年と比べて 2.0 ポイント上昇し、初めて全体の 8割を超えた。役員は 0.1 ポイントの上

昇、自営業主（家庭内職者を含む）は 1.3 ポイントの低下、家族従業者は 0.8 ポイントの

低下となっている。 

 

 

 

 

 

 

表 9－1 従業上の地位、15 歳以上就業者数の推移（平成 2～22 年） 

 

図 9－1 従業上の地位、15 歳以上就業者割合の推移（平成 2～22 年） 

 

雇用者の割合が大幅に増加 

就業者 雇用者 役員 自営業主 家族従業者 不詳 雇用者　 役員 自営業主 家族従業者

総数
          2年 (4,236,437)

4,236,759
          7年 (4,369,966)

4,370,513
        12年 (4,133,850)

4,134,181
        17年 (3,953,481)

3,954,211
        22年 (3,622,204)

3,815,052
注）  1　就業者上段（　）内は、従業上の地位不詳を除いた就業者数
　  　2　自営業主には家庭内職者を含む

9.5 2.9

5.8 10.8 3.7

2,957,572 214,862 344,777 104,993 192,848 81.7 5.9

3,152,427 228,656 425,569 146,829 730 79.7

5.0

3,250,603 243,251 468,296 171,700 331 78.6 5.9 11.3 4.2

12.5 5.3

3,373,537 265,445 514,227 216,757 547 77.2 6.1 11.8

年次

実　数　（人） 割　合　（％）

3,233,845 247,341 528,956 226,295 322 76.3 5.8
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雇用者の内訳をみると、「正規の職員・従業員」の割合が 63.4％、「労働者派遣事業所の

派遣社員」が 3.9％、「パート・アルバイト・その他」が 32.７％となっている。 

  男女別では、男性は、「正規の職員・従業員」の割合が 80.1％と最も高いのに対して、

女性は「パート・アルバイト・その他」が 51.4％と最も高くなっている。 

  「労働者派遣事業所の派遣社員」の割合は、女性が 5.3％と男性（2.7％）のほぼ 2倍の

割合となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 9－2 従業上の地位、男女別 15 歳以上雇用者数（平成 22 年） 

〈注〉平成 17 年までは、雇用者の内訳を「常雇」及び「臨時雇」の 2 区分で調査した。雇用形態をより一層 

的確に把握するため、平成 22 年調査から「正規の職員・従業員」、「労働者派遣事業所の派遣社員」 

及び「パート・アルバイト・その他」の 3 区分で調査した。 

派遣社員の割合は男性が 2.7％、女性が 5.3％ 

図 9－2 従業上の地位、男女別 15 歳以上雇用者の割合（平成 22 年） 

雇用者
正規の職員・

従業員

労働者派遣
事業所の
派遣社員

パート・
アルバイト・

その他

正規の職員・
従業員

労働者派遣
事業所の
派遣社員

パート・
アルバイト・

その他

     総数 2,957,572 1,873,966 115,804 967,802 63.4 3.9 32.7

         男 1,616,514 1,294,497 44,157 277,860 80.1 2.7 17.2

         女 1,341,058 579,469 71,647 689,942 43.2 5.3 51.4

男女

実　数　（人） 割　合　（％）
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  雇用者の内訳を男女別、年齢５歳階級別にみると、「正規の職員・従業員」の割合は、男

性では 45 歳～49 歳が 91.8％で最も高く、女性では 25 歳～29 歳が 63.1％で最も高くなっ

ている。 

  「労働者派遣事業所の派遣社員」の割合は、男性では 65 歳以上が 4.6％で最も高く、女

性では 30歳～34 歳の 9.0％が最も高くなっている。 

 

 

 

 

図 9－3 従業上の地位、年齢（5 歳階級）、男女別 15 歳以上雇用者の割合（平成 22 年） 

表 9－3 従業上の地位、年齢（5 歳階級）、男女別 15 歳以上雇用者数（平成 22 年） 

派遣社員割合が最も高いのは、女性の 30～34 歳で 9.0％ 

雇用者
正規の職員・

従業員
労働者派遣事業所

の派遣社員
パート・アルバイト・

その他
正規の職員・

従業員
労働者派遣事業所

の派遣社員
パート・アルバイト・

その他

男 1,616,514 1,294,497 44,157 277,860 80.1 2.7 17.2
15～19歳 25,544 7,028 315 18,201 27.5 1.2 71.3
20～24歳 110,606 62,027 3,057 45,522 56.1 2.8 41.2
25～29歳 161,718 130,200 6,054 25,464 80.5 3.7 15.7
30～34歳 189,321 165,495 5,804 18,022 87.4 3.1 9.5
35～39歳 234,060 211,604 5,790 16,666 90.4 2.5 7.1
40～44歳 202,330 184,986 4,480 12,864 91.4 2.2 6.4
45～49歳 170,751 156,815 3,279 10,657 91.8 1.9 6.2
50～54歳 141,835 128,447 2,584 10,804 90.6 1.8 7.6
55～59歳 149,934 129,467 3,190 17,277 86.3 2.1 11.5
60～64歳 140,361 85,400 5,483 49,478 60.8 3.9 35.3
65歳以上 90,054 33,028 4,121 52,905 36.7 4.6 58.7

女 1,341,058 579,469 71,647 689,942 43.2 5.3 51.4
15～19歳 27,077 3,750 305 23,022 13.8 1.1 85.0
20～24歳 121,262 65,104 4,433 51,725 53.7 3.7 42.7
25～29歳 151,148 95,361 11,142 44,645 63.1 7.4 29.5
30～34歳 146,470 80,955 13,250 52,265 55.3 9.0 35.7
35～39歳 172,582 79,187 13,848 79,547 45.9 8.0 46.1
40～44歳 165,886 66,934 10,636 88,316 40.3 6.4 53.2
45～49歳 151,121 58,099 7,653 85,369 38.4 5.1 56.5
50～54歳 123,140 46,880 4,053 72,207 38.1 3.3 58.6
55～59歳 119,523 43,101 2,663 73,759 36.1 2.2 61.7
60～64歳 101,526 25,159 2,140 74,227 24.8 2.1 73.1
65歳以上 61,323 14,939 1,524 44,860 24.4 2.5 73.2

男女、年齢

実　数　（人） 割　合　（％）
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１０ 産業 

 

   

15 歳以上の就業者を産業（３部門）別の割合でみると、第１次産業（農・林・漁業）は

0.5％で、昭和 60 年に 1％を下回って以降も低下傾向が続いている。 

第２次産業（建設、製造、鉱業等）の割合は 24.7％で引き続き低下傾向にあり、全体の

4分の 1を下回った。 

第３次産業（運輸・通信、卸・小売、宿泊・飲食、医療・福祉等）の割合は、74.7％で

一貫して上昇傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

図 10－1 産業（3 部門）別 15 歳以上就業者の割合（平成 2 年、22 年） 

表 10－1 産業（3 部門）別 15 歳以上就業者数の推移（平成 2～22 年） 

第２次産業の割合が全体の４分の１を下回る 

年次 就業者 第１次産業 第２次産業 第３次産業
分類不能の

産業
第１次産業 第２次産業 第３次産業

総数
(4,193,109)
4,236,759

(4,320,530)
4,370,513

(4,063,316)
4,134,181

(3,853,957)
3,954,211

(3,508,131)
3,815,052

注）1　就業者上段（　）内は、分類不能の産業を除いた就業者数

26.8 72.6

          22年 19,228 867,157 2,621,746 306,921 0.5 24.7 74.7

          17年 22,861 1,034,592 2,796,504 100,254 0.6

33.5 65.8

          12年 22,493 1,245,424 2,795,399 70,865 0.6 30.7 68.8

            7年 27,929 1,449,286 2,843,315 49,983 0.6

実　数　（人） 割　合　（％）

平成　    2年 29,594 1,525,347 2,638,168 43,650 0.7 36.4 62.9
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  15 歳以上の就業者を産業大分類別の割合でみると、建設業が 7.4％、製造業が 17.3％、

卸・小売業が 19.5％、医療・福祉が 11.5％などとなっている。 

これを 10 年前の平成 12 年国勢調査と比較すると、建設業、製造業、卸・小売業がそれ

ぞれ 2.5 ポイント、3.1 ポイント、1.9 ポイントの低下となっており、医療・福祉、サービ

ス業等その他が、それぞれ 4.6 ポイント、2.0 ポイントの上昇となっている。 

大阪府の主力産業と言われる製造業と卸・小売業については、平成 12年以降、卸・小売

業の割合が製造業を上回って推移しており、個別の分類業種としては現在も上位２業種で

あることに変わりはないが、ともに割合は低下傾向であり、医療・福祉やサービス業等そ

の他へのシフトがみてとれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10－2 産業（大分類）別 15 歳以上就業者の割合（平成 12 年、22 年） 

医療・福祉の割合が全体の１割を超える 

表 10－2 産業（大分類）別 15 歳以上就業者数（平成 22 年） 
(参考）

就業者〈人） 割合（％）
従業地による

就業者（人）
割合（％）

(3,508,131) (3,902,145) 
総数 3,815,052 4,215,600

農業 17,960 0.5 17,813 0.5
林業 365 0.0 449 0.0
漁業 903 0.0 901 0.0
鉱業，採石業，砂利採取業 123 0.0 125 0.0
建設業 260,112 7.4 282,886 7.2
製造業 606,922 17.3 665,578 17.1
運輸業，郵便業 234,502 6.7 255,846 6.6
卸売業，小売業 683,497 19.5 768,585 19.7
宿泊業，飲食サービス業 226,900 6.5 236,551 6.1
医療，福祉 403,399 11.5 422,840 10.8
電気・ガス・熱供給・水道業 16,885 0.5 21,515 0.6
情報通信業 103,390 2.9 141,125 3.6
金融業，保険業 99,205 2.8 127,407 3.3
不動産業，物品賃貸業 99,842 2.8 112,663 2.9
教育，学習支援業 158,891 4.5 175,175 4.5
複合サービス事業 12,816 0.4 13,242 0.3
サービス業（他に分類されないもの） 232,674 6.6 258,511 6.6
学術研究，専門・技術サービス業 121,658 3.5 151,230 3.9
生活関連サービス業，娯楽業 134,432 3.8 143,693 3.7
公務（他に分類されるものを除く） 93,655 2.7 106,010 2.7
分類不能の産業 306,921 － 313,455 － 

注） 1　就業者総数上段（　）内は、分類不能の産業を除いた就業者数

産業（大分類）
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１１ その他 

（１）外国人 

   

 

  大阪府における外国人就業者を産業大分類別の割合でみると、製造業が最も高く 26.0％、

次いで卸・小売業の 16.5％、宿泊・飲食サービス業の 12.2％などとなっている。 

  これを府内の日本人就業者の割合と比較すると、製造業は 8.8 ポイント、宿泊・飲食サー

ビス業は 5.8 ポイントそれぞれ日本人より高く、卸・小売業が 3.0 ポイント、医療・福祉が

3.4 ポイントそれぞれ日本人より低くなっている。 

  全国との比較では、逆に、卸・小売業が 5.1 ポイント、医療・福祉が 4.5 ポイントそれぞ

れ高く、製造業は 13.4 ポイント低くなっている。 

 

 

 

 

（単位：人）

区分 総数 韓国，朝鮮 中国 フィリピン ベトナム アメリカ ブラジル ペルー その他の国

大阪府 67,631 42,486 12,986 1,609 1,152 920 1,062 389 7,027

全  国 759,363 195,298 239,826 71,041 16,872 21,036 82,545 17,763 114,982

図 11－2 産業（大分類）別 15 歳以上外国人就業者割合（大阪府、全国）（平成 22 年） 

図 11－1 産業（大分類）別 15 歳以上就業者割合（外国人、日本人）（平成 22 年） 

注) 1 ,2,3 図 11－2 に同じ 

表 11－1 15 歳以上国籍別外国人就業者数（大阪府、全国）（平成 22 年） 

製造業従事者の割合は、府の日本人より高く、全国の外国人より低い 
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（２）夫婦の労働力状態 

 

 

  大阪府における夫婦の労働力状態をみると、いわゆる共働き（「夫婦ともに就業」）は

39.5％で、「夫のみが就業」が 35.1％、「妻のみが就業」が 3.9％、「夫婦ともに不就業」が

21.4％となっている。 

  これを全国と比較すると、いわゆる共働き世帯の割合が低く、「夫のみが就業」の割合が

高い。 

  都道府県別にみても、大阪府と奈良県のみが 40％を下回る結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

大阪府の共働き率（夫婦ともに就業）は全国平均を大幅に下回る 

図 11－3 夫婦の就業状態（大阪府、全国）（平成 22 年） 

図 11－4 「夫婦ともに就業」の都道府県別割合（平成 22 年） 
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１２ 職   業 

（１）職業大分類別就業者 

 

 

 15 歳以上就業者について、職業大分類別の割合をみると、「事務従事者」が 21.3％と最も高く、次いで

「販売従事者」が 16.4％、「専門的・技術的職業従事者」が 15.5％などとなっている。 

 平成 17 年と比べると、「専門的・技術的職業従事者」が 2.0 ポイントの上昇、次いで「サービス職業従

事者」が 0.6 ポイントの上昇などとなっている。一方、「販売従事者」が 1.5 ポイントの低下、次いで「生

産工程従事者」が 1.1 ポイントの低下となっている。 

  

 

男女別 15 歳以上就業者について、職業大分類別の割合をみると、男性は「販売従事者」及び「生産工程

従事者」が 17.9％と最も高く、次いで「専門的・技術的職業従事者」が 14.2％などとなっている。女性は

「事務従事者」が 31.1％と最も高く、次いで「サービス職業従事者」が 19.5％、「専門的・技術的職業従

事者」が 17.3％などとなっている。 

 

「事務従事者」が 21.3％と最も高い。「専門的・技術的職業従事者」が平成 17 年から 2.0 ポイントの上昇 

図 1 職業（大分類）、男女別就業者の割合（平成 17、22 年） 

 

図 12-1 職業（大分類）、15 歳以上就業者の割合（平成 17、22 年） 

 

男性は「販売従事者」及び「生産工程従事者」が 17.9％、女性は「事務従事者」が 31.1％ 

図 12-2 職業（大分類）、男女別 15 歳以上就業者の割合（平成 22 年） 
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（２）従業上の地位と職業 

 

  

職業大分類、男女別 15 歳以上雇用者の内訳をみると、「正規の職員・従業員」の割合は、男性では「管

理的職業従事者」が 97.1％と最も高く、次いで「専門的・技術的職業従事者」が 88.9％などとなっており、

女性では「管理的職業従事者」が 90.5％と最も高く、次いで「保安職業従事者」が 73.6％などとなってい

る。 

 「労働者派遣事業所の派遣社員」の割合は、男性では「運輸・清掃・包装等従事者」が 6.6％と最も高

く、女性では「事務従事者」が 9.9％と最も高い。 

 「パート・アルバイト・その他」の割合は、男性では「サービス職業従事者」が 41.9％と最も高く、次

いで「運輸・清掃・包装等従事者」が 41.8％などとなっており、女性では「運輸・清掃・包装等従事者」

が 86.6％と最も高く、次いで「サービス職業従事者」が 70.8％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「労働者派遣事業所の派遣社員」では男性は「運輸・清掃・包装等従事者」、女性は「事務従事者」が最も多い 

図 12-3 職業（大分類）、従業上の地位、男女別 15 歳以上雇用者の割合（平成 22 年） 
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（３）産業と職業 

 

 

産業大分類別 15 歳以上就業者数の多い上位４産業について、職業大分類別の割合をみると、職業の構成

は産業ごとに異なる特徴を持つが、「建設業」は「建設・採掘従事者」が 52.9％、「製造業」は「生産工程

従事者」が 55.9％、「卸売業,小売業」は「販売従事者」が 54.9％と最も高くなっている。「医療,福祉」は

「専門的・技術的職業従事者」が 49.0％と最も高く、次いで「サービス職業従事者」が 31.3％となり、こ

の二つで約８割を占める。 

また、「事務従事者」についてはいずれの産業においても２割近くを占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12-4 産業（大分類）別 15 歳以上就業者に占める職業（大分類）別割合（平成 22

年） 

 

「医療,福祉」は「専門的・技術的職業従事者」、「サービス職業従事者」で約８割を占める 

職業の構成は産業ごとに異なる特徴をもつが、「事務従事者」はどの産業も２割近い 

（％） 
（％） 

（％） （％） 
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（４） 外国人就業者の職業 

15 歳以上外国人就業者について、職業大分類別の割合をみると、「生産工程従事者」が 23.6％と最も高

く、次いで「サービス職業従事者」が 16.8％、「専門的・技術的職業従事者」が 14.6％などとなっている。 

これを日本人就業者の割合と比較すると「事務従事者」では日本人が 8.6 ポイント高く、「生産工程従事

者」では外国人が 9.8 ポイント高くなっている。 

また、国籍別にみると、「イギリス」及び「アメリカ」を除く国籍で「生産工程従事者」が最も高いが、

その割合は国籍によって大きく異なり、「ベトナム」は約８割、「ブラジル」、「ペルー」及び「インドネシ

ア」は約６割となっている。 

「イギリス」及び「アメリカ」は「専門的・技術的職業従事者」が最も高く、８割超となっている。 

 

 

 

図 12-5 国籍、職業（大分類）、15 歳以上外国人就業者の割合（平成 22 年） 

 

「ベトナム」、「ブラジル」及び「ペルー」は「生産工程従事者」が６割を超える 

「イギリス」及び「アメリカ」は「専門的・技術的職業従事者」が８割を超える 

 

1)  「その他」に含まれるものは「A管理的職業従事者」、「F保安職業従事者」、 「G農林漁業従事者」、

「I輸送・機械運転従事者」、「J建設・採掘従事者」である。
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１３ 従業地・通学地別人口 

 

 

 大阪府内人口に占める従業地・通学地別の割合をみると、「従業も通学もしていない」が 39.3％、「自市

区町村で従業・通学」が 28.4％、「他市区町村で従業・通学」が 32.3％となっている。平成 17 年と比べる

と「従業も通学もしていない」が 0.5 ポイントの低下、「自市区町村で従業・通学」が 2.1 ポイントの低下、

「他市区町村で従業・通学」は 2.6 ポイントの上昇となり、「自市区町村で従業・通学」の割合は、調査開

始以来最も低い水準となった。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

表 13-1 従業地・通学地別人口の推移（平成 12～22 年） 

自市区町村で従業・通学する者の割合は減少傾向 

図 13-1 従業地・通学地別人口の割合の推移（平成 12～22 年） 

 

平成12年 17年 22年 12年 17年 22年

1) 1)

8,789,354 8,759,033 8,865,245 100.0 100.0 100.0

3,222,704 3,369,413 3,120,810 37.5 39.8 39.3

2,747,819 2,574,649 2,252,157 32.0 30.5 28.4

　自宅 397,324 345,497 269,329 4.6 4.1 3.4

　自宅外 2,350,495 2,229,152 1,982,828 27.4 26.4 25.0

2,623,195 2,511,232 2,567,291 30.5 29.7 32.3

　府内　4) 2,359,552 2,249,169 2,110,364 27.5 26.6 28.8

　他県　4) 263,643 262,063 257,303 3.1 3.1 3.5

195,636 303,739 924,987 － － － 

1)年齢不詳を除く。

2)労働力状態「不詳」を含む。

3)実数は従業・通学先「不詳」を含む。

4)「府内」及び「他県」の割合は、「他市区町村」に占める割合（従業・通学先市区町村「不詳」を除いて算出）に、

　総数に占める「他市区町村」の割合（従業地・通学地「不詳」を除いて算出）を乗じて算出している。

　自市区町村で従業・通学

　他市区町村で従業・通学  3)

　不詳

実　　数　（人） 割　　合　（％）

従業地・通学地

　常住人口（夜間人口） 2)

　従業も通学もしていない
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 15 歳以上就業者に占める従業地別の割合をみると、「自市区町村で従業」が 40.1％、「他市区町村で従業」

が 59.9％となっている。男女別にみると、男性は「自市区町村で従業」が 33.6％、「他市区町村で従業」

が 66.4％、女性は「自市区町村で従業」が 48.8％、「他市区町村で従業」が 51.2％となり、男性の約 3 分

の 2、女性の 2 分の 1 以上が、他市区町村で従業している。 

 これを男女別に 5 歳階級別の割合でみると、「他市区町村で従業」は男性では 35～39 歳及び 40～44 歳

が 72.5％と最も高いが、25～54 歳については 7 割以上の者が他市区町村で従業しているのに対し、女性

では 25～29 歳で 69.1％と最も高くなり、30～34 歳以降は一貫して低下している。 

 

  

 

 

 

 

就業者の６割が他市区町村で従業 

表 13-2 男女別、従業地別 15 歳以上就業者数（平成 22 年）

地の推移（平成 12～22 年） 

 

図 13-2 男、年齢（5 歳階級）、従業地別 15 歳以上就業者の割合（平成 22 年） 

自宅  自宅外 府内 他県

3,815,052 1,484,069 269,328 1,214,741 2,212,523 1,860,482 198,537 118,460

男 2,181,227 708,178 153,798 554,380 1,399,268 1,156,192 145,317 73,781

女 1,633,825 775,891 115,530 660,361 813,255 704,290 53,220 44,679

100.0 40.1 7.3 32.9 59.9 54.1 5.8 － 

男 100.0 33.6 7.3 26.3 66.4 59.0 7.4 － 

女 100.0 48.8 7.3 41.6 51.2 47.6 3.6 － 

1) 従業先「不詳」を含む。

他市区町村で
従業
1)

不詳

15歳以上総数

実数
（人）

割合
（％）

15歳以上総数

区　　　　　分 就業者数
自市区町村で

従業
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★ Ｍ字カーブ、仕事は復帰しても職場は自宅近くで・・・★ 

 

15 歳以上女性の就業者率を年齢 5 歳階級別にみると、グラフはＭ字カーブを描き、山は 25～29 歳と 

45～49 歳で、谷は 35～39 歳となっている。 

一方、「他市区町村」で従業する女性の割合は、就業者率と同様に 25～29 歳で最も高くなるが、年齢 

とともに低下しており、45～49 歳で就業者率は上昇しても、その従業先は「他市区町村」から「自市区

町村」へと変化していることが見てとれる。 

 

 図 13-4 女、年齢（5 歳階級）、就業者率と他市区町村就業者の割合（平成 22 年） 

 

図 13-3 女、年齢（5 歳階級）、従業地別 15 歳以上就業者の割合（平成 22 年） 
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１４ 流入・流出人口 

 

 

 他都道府県から大阪府への流入人口は 67 万 2617 人となっており、主な内訳は兵庫県からの流入人口が

33 万 9087 人（全体の 5 割）と最も多く、次いで奈良県から 16 万 2434 人、京都府から 9 万 7102 人、和

歌山県から 3 万 625 人、滋賀県から 2 万 2233 人となっている。 

 また、大阪府から他都道府県への流出人口は 25 万 7303 人となっており、主な内訳は兵庫県への流出人

口が 10 万 8280 人と最も多く、次いで京都府へ 8 万 3239 人、奈良県へ 2 万 8583 人、和歌山県へ 1 万 2624

人、滋賀県へ 9991 人となっている。 

 

 

 

 

 

 

流入人口の約５割は兵庫県から 

表 14-1 流入・流出人口の推移（近畿府県）（平成 12～22 年） 

平成12年 17年 22年 平成12年 17年 22年 12年～17年 17年～22年

総   数 782,526 744,498 672,617 100.0 100.0 100.0 △ 38,028 △ 71,881 

滋賀県 　 から 24,870 24,386 22,233 3.2 3.3 3.3 △ 484 △ 2,153 

京都府 　 から 112,492 106,869 97,102 14.4 14.4 14.4 △ 5,623 △ 9,767 

兵庫県  　から 376,406 366,674 339,087 48.1 49.3 50.4 △ 9,732 △ 27,587 

奈良県  　から 206,889 185,833 162,434 26.4 25.0 24.1 △ 21,056 △ 23,399 

和歌山県 から 35,647 34,151 30,625 4.6 4.6 4.6 △ 1,496 △ 3,526 

近畿以外 から 26,222 26,585 21,136 3.4 3.6 3.1 363 △ 5,449 

総   数 263,643 262,063 257,303 100.0 100.0 100.0 △ 1,580 △ 4,760 

滋賀県 　 へ 9,056 9,786 9,991 3.4 3.7 3.9 730 205 

京都府 　 へ 80,642 80,490 83,239 30.6 30.7 32.4 △ 152 2,749 

兵庫県  　へ 114,873 108,364 108,280 43.6 41.4 42.1 △ 6,509 △ 84 

奈良県  　へ 32,480 30,462 28,583 12.3 11.6 11.1 △ 2,018 △ 1,879 

和歌山県 へ 12,555 12,443 12,624 4.8 4.7 4.9 △ 112 181 

近畿以外 へ 14,037 20,518 14,586 5.3 7.8 5.7 6,481 △ 5,932 

実　　　　　数　（人） 構    成    比　（％）

大
阪
府
へ
の
流
入
人
口

大
阪
府
か
ら
の
流
出
人
口

増　減　数（人）
都道府県

図 14-1 流入・流出人口、府県別構成比（近畿府県）（平成 22 年） 
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 平成 22 年の流入人口を就業者・通学者別にみると、兵庫県が就業者（30 万 8251 人）、通学者（3 万 836

人）ともに最も多い。一方、流出人口では、就業者は兵庫県（8 万 9932 人）が最も多く、通学者は京都府

（2 万 3984 人）が最も多い。また、流入超過人口では京都府の通学者のみが流出超過で、マイナス 1 万

3556 人となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対京都府では通学者の流出が流入を上回る 

表 14-2 流入・流出人口、就業者及び通学者（近畿府県）（平成 17、22 年） 

 
平成17年 22年 増減数 平成17年 22年 増減数 平成17年 22年 増減数

総数 744,498 672,617 △ 71,881 656,244 599,085 △ 57,159 88,254 73,532 △ 14,722 

滋賀県から 24,386 22,233 △ 2,153 19,307 18,119 △ 1,188 5,079 4,114 △ 965 

京都府から 106,869 97,102 △ 9,767 93,569 86,674 △ 6,895 13,300 10,428 △ 2,872 

兵庫県から 366,674 339,087 △ 27,587 331,436 308,251 △ 23,185 35,238 30,836 △ 4,402 

奈良県から 185,833 162,434 △ 23,399 162,132 143,116 △ 19,016 23,701 19,318 △ 4,383 

和歌山県から 34,151 30,625 △ 3,526 27,237 24,927 △ 2,310 6,914 5,698 △ 1,216 

近畿以外から 26,585 21,136 △ 5,449 22,563 17,998 △ 4,565 4,022 3,138 △ 884 

総数 262,063 257,303 △ 4,760 201,867 198,537 △ 3,330 60,196 58,766 △ 1,430 

滋賀県へ 9,786 9,991 205 7,008 7,164 156 2,778 2,827 49 

京都府へ 80,490 83,239 2,749 56,931 59,255 2,324 23,559 23,984 425 

兵庫県へ 108,364 108,280 △ 84 88,220 89,932 1,712 20,144 18,348 △ 1,796 

奈良県へ 30,462 28,583 △ 1,879 22,264 20,152 △ 2,112 8,198 8,431 233 

和歌山県へ 12,443 12,624 181 8,734 8,884 150 3,709 3,740 31 

近畿以外へ 20,518 14,586 △ 5,932 18,710 13,150 △ 5,560 1,808 1,436 △ 372 

総数 482,435 415,314 △ 67,121 454,377 400,548 △ 53,829 28,058 14,766 △ 13,292 

滋賀県 14,600 12,242 △ 2,358 12,299 10,955 △ 1,344 2,301 1,287 △ 1,014 

京都府 26,379 13,863 △ 12,516 36,638 27,419 △ 9,219 △ 10,259 △ 13,556 △ 3,297 

兵庫県 258,310 230,807 △ 27,503 243,216 218,319 △ 24,897 15,094 12,488 △ 2,606 

奈良県 155,371 133,851 △ 21,520 139,868 122,964 △ 16,904 15,503 10,887 △ 4,616 

和歌山県 21,708 18,001 △ 3,707 18,503 16,043 △ 2,460 3,205 1,958 △ 1,247 

近畿以外 6,067 6,550 483 3,853 4,848 995 2,214 1,702 △ 512 

総　　数（人） 就　業　者（人） 通　学　者　1)（人）

1) 15歳未満通学者含む。

流
入
人
口

流
出
人
口

流
入
超
過
人
口

都道府県

図 14-2 流入・流出人口、就業者及び通学者（近畿府県）（平成 22 年） 
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１５ 昼間人口、夜間人口、昼夜間人口比率 

 

 

 平成 22 年における大阪府の昼間人口は 928 万 560 人で、夜間人口（常住地による総人口 886 万 5245

人）を 41 万 5315 人上回っている。 

 また、昼夜間人口比率については 104.7 で、平成 7 年をピークに低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府の昼間人口は９２８万人で夜間人口を４１万人上回る 

表 15-1 夜間人口、昼間人口、昼夜間人口比率の推移（平成 2～22 年） 

 

区　　分 夜間人口（人） 昼間人口（人） 昼夜間人口の差（人） 昼夜間人口比率

平成    2年 8,694,434 9,224,740 530,306 106.1  

   　     7年 8,781,295 9,318,312 537,017 106.1  

         12年 8,789,354 9,308,237 518,883 105.9  

  　    　 17年　 8,759,033 9,241,468 482,435 105.5  

         22年 8,865,245 9,280,560 415,315 104.7  

注）平成17年以前については年齢「不詳」を除く。

図 15-1 夜間人口、昼間人口、昼夜間人口比率の推移（平成 2～22 年） 
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 昼間人口を市町村別にみると、夜間人口と比べて増加しているのは大阪市、東大阪市、門真市など 7 市

1 町で、減少しているのは枚方市、高槻市、堺市など 26 市 8 町 1 村となっている。 

 また、昼夜間人口比率は、大阪市が 132.8 で最も高く、次いで摂津市が 112.7、門真市が 111.2 などとな

っている。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 市 1 町で昼間人口が夜間人口を上回る 

表 15-2 夜間人口、昼間人口、昼夜間人口比率（市町村）（平成 22 年） 

 

市町村
夜間人口

（人）
昼間人口

（人）
昼夜間人口の

差（人）
昼夜間人口

比率
市町村

夜間人口
（人）

昼間人口
（人）

昼夜間人口の
差（人）

昼夜間人口
比率

大阪府 8,865,245 9,280,560 415,315 104.7 泉佐野市 100,801 105,572 4,771 104.7

大阪市 2,665,314 3,538,576 873,262 132.8 貝塚市 90,519 80,467 △ 10,052 88.9

堺市 841,966 794,507 △ 47,459 94.4 摂津市 83,720 94,321 10,601 112.7

東大阪市 509,533 526,015 16,482 103.2 交野市 77,686 61,052 △ 16,634 78.6

枚方市 407,978 358,077 △ 49,901 87.8 泉大津市 77,548 70,946 △ 6,602 91.5

豊中市 389,341 347,467 △ 41,874 89.2 柏原市 74,773 68,195 △ 6,578 91.2

高槻市 357,359 309,233 △ 48,126 86.5 藤井寺市 66,165 57,820 △ 8,345 87.4

吹田市 355,798 350,816 △ 4,982 98.6 泉南市 64,403 61,087 △ 3,316 94.9

茨木市 274,822 254,351 △ 20,471 92.6 高石市 59,572 54,572 △ 5,000 91.6

八尾市 271,460 259,814 △ 11,646 95.7 大阪狭山市 58,227 51,227 △ 7,000 88.0

寝屋川市 238,204 208,014 △ 30,190 87.3 四條畷市 57,554 48,640 △ 8,914 84.5

岸和田市 199,234 181,016 △ 18,218 90.9 阪南市 56,646 43,460 △ 13,186 76.7

和泉市 184,988 158,734 △ 26,254 85.8 熊取町 45,069 35,728 △ 9,341 79.3

守口市 146,697 148,401 1,704 101.2 島本町 28,935 22,053 △ 6,882 76.2

門真市 130,282 144,849 14,567 111.2 豊能町 21,989 14,471 △ 7,518 65.8

箕面市 129,895 111,608 △ 18,287 85.9 忠岡町 18,149 16,830 △ 1,319 92.7

大東市 127,534 128,974 1,440 101.1 岬町 17,504 14,392 △ 3,112 82.2

松原市 124,594 112,696 △ 11,898 90.5 河南町 17,040 16,679 △ 361 97.9

富田林市 119,576 104,806 △ 14,770 87.6 太子町 14,220 10,959 △ 3,261 77.1

羽曳野市 117,681 100,801 △ 16,880 85.7 能勢町 11,650 9,996 △ 1,654 85.8

河内長野市 112,490 92,434 △ 20,056 82.2 田尻町 8,085 8,451 366 104.5

池田市 104,229 97,397 △ 6,832 93.4 千早赤阪村 6,015 5,056 △ 959 84.1

図 3-2 昼夜間人口比率（市町村）（平成 22 年） 

の推移（平成 22 年） 

 

図 15-2 昼夜間人口比率（市町村）（平成 22 年） 
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１６ 移動人口 

 

 

 大阪府の移動人口についてみると、他県からの転入は兵庫県が 7 万 4720 人と最も多く、次いで京都府

が 3 万 8475 人、東京都が 3 万 1913 人などとなっている。一方、他県への転出は兵庫県が 9 万 1571 人と

最も多く、次いで東京都が 4 万 9800 人、京都府が 3 万 6650 人などとなっている。 

 また、転入者数の上位都府県の転入超過人口についてみると、和歌山県が最も多く、次いで広島県、京

都府などとなっている。一方、東京都、兵庫県、神奈川県などが流出超過となっている。 

 

転入・転出とも兵庫県が一番多い 

図 16-1 移動人口（転入・転出）（平成 22 年） 

 

表 16-1 転入超過人口（転入者数上位都府県） 

                        （平成 22 年） 

図 16-2 転入超過人口（転入者数上位都府県） 

                        （平成 22 年） 

都道府県 転入者（人） 転出者（人） 転入超過（人）

　東京都 31,913 49,800 -17,887

　兵庫県 74,720 91,571 -16,851

　神奈川県 19,590 28,434 -8,844

　千葉県 13,849 19,469 -5,620

　愛知県 19,810 24,232 -4,422

　奈良県 27,512 31,190 -3,678

　埼玉県 11,034 14,247 -3,213

　滋賀県 12,492 15,214 -2,722

　三重県 9,878 9,530 348

　岡山県 10,370 9,808 562

　福岡県 16,556 15,602 954

　京都府 38,475 36,650 1,825

　広島県 14,226 12,211 2,015

　和歌山県 17,727 13,544 4,183

　その他の道県 100,738 102,448 -1,710

　国　外 27,605

　合　計 446,495 473,950 -27,455


